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Ⅰ．要旨 

１． 2005年度の設備投資計画（修正計画）は、製造業がバブル期以来の３年連続二桁増となる

ほか、非製造業も14年ぶりの二桁増となり、全産業（15.0％増）では1988年度以来の高い伸

びとなる。 

前回調査（2005年６月）と比較すると、製造業、非製造業ともに増額修正され、非製造業

の増加寄与が高まっている。キャッシュフローに対する設備投資の比率は、５年ぶりに上昇

に転じる。 

 

２． 製造業、非製造業ともにほぼ全業種で増加となる。 

製造業（22.7％増）は全ての業種で増加する。加工・組立型産業では自動車の新型車投入

など需要喚起のための新製品対応投資が活発化する。素材型では鉄鋼の高級鋼板、化学の機

能性樹脂や薄型ディスプレイ部材など成長市場への対応投資が増加する。 

非製造業（10.6％増）は５年ぶりに増加する。電力は安定供給のための投資、リースはコ

ンピュータ関連機器等、運輸は鉄道安全対策や物流関連投資によりそれぞれ増加に転じる。

通信・情報は第三世代携帯電話への投資、卸売・小売は家電量販店の出店により増加する。 

 

３． 今回調査の投資を分類すると、 

① 成長市場への対応投資（例：鉄鋼の自動車用高級鋼板） 
② 事業基盤維持のための投資（例：電力、運輸の維持更新投資） 
③ 需要喚起のための新製品対応投資（例：自動車の新型車投入） 
④ 原燃料コスト削減投資（例：ボイラー燃料転換） 
など投資内容が広範にわたって増加している点が特徴である。 

こうした広範な投資に低コストで対応するための方策として、新規の設備導入ではなく既

存設備を活用し機能高度化を図る動き（既存設備高度化投資）がみられる。既存設備高度化

投資を全体投資額の25％以上実施している企業は、回答企業の４割に達している。既存設備

高度化投資には「ＩＴ技術」（24％）や「新技術・機器等」（64％）などが用いられており、

「今後、当該投資のウエイトが上昇する」と答えた企業数は「低下する」と答えた企業数を

大幅に上回っている。 

 

４． 主な付帯調査項目等の結果は次のとおりである。 

① 2005年度の研究開発費は5.5％増と、調査開始以来３年連続の増加となる。自動車のハ

イブリッドエンジン、電気機械の薄型ディスプレイ、化学の新薬開発などが中心である。 

② 他社からの資産・事業部門の買収（Ｍ＆Ａ等）については、３分の１以上の企業が関心

を持っており、このうち６割の企業が自社の中核事業を買収対象事業とすると答えてい

る。 

 

５． 2006年度の設備投資計画は、今年度並みの水準となっている。また意識調査による翌年度

の国内設備投資の見通しは、「増加する」と回答した企業数と「減少する」と回答した企業数

がほぼ等しく、昨年11月調査時の翌年度見通しに比べると投資意欲の強さがうかがわれる。 

以  上 
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Ⅱ．調査結果 

 

１．設備投資動向 
図表１ 2005・2006年度 設備投資動向 

（単位：億円、％）

2005年度（計画） 2006年度（計画)

2004年度 2005年度 増減率 2005年度 2006年度 増減率

実　　績 計　　画 05/04 計　　画 計　　画 06/05

全 産 業 194,451 223,684 15.0 97,364 97,113 ▲ 0.3

製 造 業 70,524 86,566 22.7 25,426 25,865 1.7

非製造業 123,927 137,118 10.6 71,938 71,248 ▲ 1.0

(共通会社 2,602社) (共通会社 1,560社)

 

 

 

図表２ 1986-2005年度 設備投資増減率推移 
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（注）1.前年度との共通回答会社による増減率。 

2.2004年度まではP.18付属図表２の８月実績参照。 

 

 

(１)2005年度の設備投資計画 
2005年度の設備投資計画（修正計画）は、製造業がバブル期以来の３年連続二桁増となるほか、

非製造業も14年ぶりの二桁増となり、全産業（15.0％増）では1988年度以来の高い伸びとなる。 

製造業、非製造業ともにほぼ全業種で増加となる。 
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製造業（22.7％増）は全ての業種で増加する。加工・組立型産業では自動車の新型車投入など

需要喚起のための新製品対応投資が活発化する。素材型では鉄鋼の高級鋼板、化学の機能性樹脂

や薄型ディスプレイ部材など成長市場への対応投資が増加する。 

非製造業（10.6％増）は５年ぶりに増加する。電力は安定供給のための投資、リースはコンピ

ュータ関連機器等、運輸は鉄道安全対策や物流関連投資によりそれぞれ増加に転じる。通信・情

報は第三世代携帯電話への投資、卸売・小売は家電量販店の出店により増加する。 

 

 (２)今回調査の特徴（2005年度設備投資計画について） 
今回調査の投資を分類すると、 

①成長市場への対応投資（例：鉄鋼の自動車用高級鋼板） 

②事業基盤維持のための投資（例：電力、運輸の維持更新投資） 

③需要喚起のための新製品対応投資（例：自動車の新型車投入） 

④原燃料コスト削減投資（例：ボイラー燃料転換） 

など投資内容が広範にわたって増加している点が特徴である。 

こうした広範な投資に低コストで対応するための方策として、新規の設備導入ではなく既存設

備を活用し機能高度化を図る動き（既存設備高度化投資）がみられる。既存設備高度化投資を全

体投資額の25％以上実施している企業は、回答企業の４割1に達している。既存設備高度化投資

には「ＩＴ技術」(24％)や「新技術・機器等」(64％)などが用いられており、「今後、当該投資

のウエイトが上昇する」と答えた企業数は「低下する」と答えた企業数を大幅に上回っている2。 

 

 (３)2006年度の設備投資計画 
2006年度の設備投資計画は、今年度並みの水準となっている。また意識調査による翌年度の国

内設備投資の見通し3は、「増加する」と回答した企業数と「減少する」と回答した企業数がほぼ

等しく、昨年11月調査時の翌年度見通しに比べると投資意欲の強さがうかがわれる。 

                            

1
「2005年11月設備投資行動等に関する意識調査結果」参照。 

2
 同上。 
3
 同上。 
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図表３　業種別増減率・構成比のスカイライングラフ

４
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 2005年度業種別設備投資動向（当年度修正計画）の特色 
主要産業の投資動向および内容は以下の通りである。なお、（ ）内の数字は各産業の設備投

資の増減率（2004年度増減率→2005年度増減率）の推移を、［ ］内の数字は2005年度計画額の

前回調査（2005年６月調査）からの修正率を示す。 

＜製造業＞ 

食 品 

（11.5％→12.4％） 

［▲ 0.4％］ 

： 飲料関連の自動販売機の導入や総合酒類化投資が増加したほか、畜産加工食品関

連で工場再編成投資もあり全体では二桁増となる。 

化 学 

（17.5％→12.4％） 

［   1.2％］ 

： 医薬品は、新薬製造拠点や研究所の建設が一服することから減少に転じるものの、

石油化学関連では、原材料多様化投資に加え機能性樹脂やプロピレン・ベンゼン

の増産投資が続伸し、薄型ディスプレイ部材など情報電子材料の投資も一段と活

発化することから、全体では３年連続の増加となる。 

石 油 

（28.1％→44.0％） 

［   6.1％］ 

： 製油所において能力増強や製品高度化投資主体に旺盛な投資が行われ、２年連続

の大幅増となる。 

鉄 鋼 

（6.8％→34.8％） 

［  5.1％］ 

： 自動車用高級鋼板の能力増強やボトルネック解消など生産効率向上のための投資

に加え、引き続き高炉改修などもあり大幅増となる。 

一 般 機 械 

（35.9％→35.3％） 

［  8.2％］ 

： 事務用機械が工場新設や開発拠点整備により増加するほか、外需が旺盛な建設機

械、自動車向け金属加工機械も増加するため、全体としても３年連続で増加とな

る。 

電 気 機 械 

（8.4％→ 9.9％） 

［▲ 1.6％］ 

： 半導体関連投資の伸び率は鈍化するが、薄型ディスプレイや電子部品関連の投資

が堅調に推移することに加え、前年の下方修正を踏まえた反動増が大きいことか

ら、全体では３年連続の増加となる。 

精 密 機 械 

（31.0％→13.9％） 

［ 10.2％］ 

： デジタルカメラ関連や医療用機器関連の投資が拡大するとともに、半導体・液晶

製造装置関連投資が増額修正されることから、３年連続の二桁増となる。 

 

自 動 車 

（24.4％→30.3％） 

［   3.1％］ 

： 世界的な自動車需要の拡大や国内での活発な新型車投入を背景に、完成車メーカ

ーにおいて生産効率向上を企図した更新投資や生産体制再構築の投資が拡大する

ほか、部品メーカーにおいても基幹部品関連の増産投資が牽引し、５年連続の増

加となる。 

 

＜非製造業＞ 

卸 売 ・ 小 売 

（9.0％→2.4％） 

［  6.5％］ 

： 卸売は、事業用地取得や倉庫・ショールームなどの大型投資終了により３年ぶり

の減少となる。小売は、百貨店やスーパーで投資一服するものの、家電などの専

門量販店や生協が増額し、４年連続で増加する。この結果、全体では４年連続の

増加となる。 

不 動 産 

（2.5％→22.7％） 

［ 25.7％］ 

： 首都圏での再開発プロジェクトが進行するほか、事業拡大などを意図して中古資

産の売買も活発に行われることから、５年ぶりに大幅増となる。 

 

運 輸 

（▲6.9％→11.0％） 

［  1.4％］ 

： 鉄道で安全対策や利便性向上などを目的に大幅増が計画されているほか、航空機、

車両、物流センターなどへの投資も堅調なことから、全体で二桁増となる。 
 

電 力 

（▲18.7％→18.8％） 

［  0.0％］ 

： 電力自由化や需要の伸び率鈍化を背景に1993年度以降、投資が抑制されてきたが、

安定供給を確保するための送配電拡充や改良工事を中心に大幅増額となり、12年

ぶりに増加する。 

通 信 ・ 情 報 

（1.2％→13.0％） 

［  3.1％］ 

： 通信は、光ファイバー網増設関連や第三世代携帯電話の投資が旺盛で、引き続き

増加する。放送は、地方局の地上波デジタル化対応投資などにより、増加に転じ

る。この結果、全体でも２年連続で増加する。 

リ ー ス 

（▲4.8％→7.1％） 

［  2.5％］ 

： 卸・小売などの非製造業向けを中心に、コンピュータ関連機器や商業およびサー

ビス業用機器の投資が増加し、増加に転じる。 
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３．設備投資・キャッシュフロー比率（主業基準分類） 

2005年度の収支計画をみると、製造業については、売上高が全ての業種で増収となるほか、経

常利益も輸送用機械、鉄鋼で大幅増益を見込んでいることなどから増収増益となる。非製造業に

ついては、売上高は増収の見込みであるが、経常利益は電力・ガス、運輸などで減益の見込みで

あり、増収減益となる。全産業の売上高は4.3％増（製造業6.5％増、非製造業1.8％増）の増収、

経常損益は2.8％増（製造業6.0％増、非製造業1.3％減）の増益となる。 

前回調査（2005年６月）と比較すると、全産業の売上高は1.4％増（製造業2.1％増、非製造業

0.6％増）、経常損益は4.1％増（製造業6.8％増、非製造業0.3％増）の上方修正となる。 

2006年度の収支計画は、製造業、非製造業とも増収増益の見込みとなっており、全産業の売上

高は2.0％増、経常利益は7.0％増の増収増益となる。 

設備投資のキャッシュフロー（経常損益／２＋減価償却費）に対する比率（設備投資・キャッ

シュフロー比率）は、2005年度計画（全産業）において上昇に転じる（2004年度実績70.8％→2005

年度計画80.9％）。製造業の設備投資・キャッシュフロー比率は2003年度にすでに上昇に転じて

いるが、2005年度計画はさらに上昇する（2004年度実績60.7％→2005年度計画73.1％）。非製造

業については、2005年度計画で上昇に転じる（2004年度実績78.8％→2005年度計画86.4％）。設

備投資・キャッシュフロー比率の上昇は、設備投資の伸びがキャッシュフローの伸びを上回るこ

とによるものであり、投資意欲の力強さを表している。 

 

図表４ 設備投資・キャッシュフロー比率 

 （単位：％）

増　　収　　率 増益（経常）率
 キャッシュフロー

増減率
 設　備　投　資 ・
キャッシュフロー比率

1,819社 1,035社 1,819社 1,035社 1,819社 1,035社 1,819社 1,035社

2005年度 2006年度 2005年度 2006年度 2005年度 2006年度 2005年度 2006年度

計　　画 計　　画 計　　画 計　　画 計　　画 計　　画 計　　画 計　　画

4.3 2.0 2.8 7.0 2.2 4.2 80.9 90.2

6.5 1.4 6.0 8.1 5.3 6.7 73.1 80.9

1.8 2.5 ▲ 1.3 5.9 0.2 2.9 86.4 95.6

（注）　設備投資・キャッシュフロー比率＝〔 設備投資 ÷ ( 経常損益 ／２ ＋ 減価償却費 ）〕 × 100

全 産 業

製 造 業

非 製 造 業
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図表５ 設備投資・キャッシュフロー比率の推移 
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図表６ 設備投資とキャッシュフローの水準（89年度＝100）（全産業） 
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４．投資動機 
2005年度の投資動機（2004・2005年度共通会社数1,904社）をみると、製造業では、前年度に

比し、「能力増強」、「新製品・製品高度化」のウエイトが低下する一方、「合理化・省力化」、「研

究開発」4、「維持・補修」のウエイトが上昇する。内訳をみると、素材型産業では、「能力増強」

（鉄鋼、紙・パルプなど）、「合理化・省力化」（化学、紙・パルプなど）のウエイトが上昇する

一方、「新製品・製品高度化」（窯業・土石など）、「研究開発」（化学など）、「維持・補修」（鉄鋼

など）のウエイトが低下する。加工・組立型産業では、「能力増強」（電気機械など）のウエイト

が低下する一方、「新製品・製品高度化」（電気機械、輸送用機械など）、「研究開発」（電気機械、

輸送用機械など）、「維持・補修」（一般機械など）のウエイトが上昇する。 

非製造業は、全体の約半分を占める「能力増強」（電力など）のウエイトが低下する一方、「維

持・補修」（電力、運輸など）のウエイトが上昇する。 

前回調査（2005年６月）と比較すると、製造業は、「能力増強」のウエイトが低下する一方、「新

製品・製品高度化」などのウエイトが上昇する。非製造業は、ウエイトの大きい「能力増強」、「維

持・補修」に大きな変化はみられない。 

 

図表７ 2004・2005年度 投資動機 

(共通会社 1,904社) （単位：％）

2004 2005 2004 2005 2004 2005 2004 2005 2004 2005
実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画

能 力 増 強 42.7 41.4 32.5 31.5 25.0 26.5 37.3 34.7 50.0 48.9

新製品・製品高度化 9.5 9.1 17.2 16.8 7.6 7.0 23.2 23.4 4.0 3.3

合 理 化 ・ 省 力 化 7.8 8.0 13.8 14.3 16.3 17.3 12.6 12.6 3.7 3.2

研 究 開 発 4.6 4.2 7.9 8.9 6.6 6.1 8.9 11.1 2.3 0.7

維 持 ・ 補 修 22.2 24.1 16.7 17.5 30.0 28.5 8.6 9.6 26.0 29.1

そ の 他 13.2 13.1 12.0 10.9 14.5 14.7 9.4 8.6 14.1 14.7

合 計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

全　産　業 製　造　業 非製造業素　材　型 加工・組立型

 

図表８ 前回調査（2005年６月）との比較 

(共通会社 1,904社) （単位：％）

前回 今回 前回 今回 前回 今回 前回 今回 前回 今回
（計画)（計画）（計画)（計画）（計画)（計画）（計画)（計画）（計画)（計画)

能 力 増 強 41.5 41.4 32.1 31.5 25.7 26.5 35.1 34.7 48.6 48.9

新製品・製品高度化 8.7 9.1 16.5 16.8 6.7 7.0 23.2 23.4 2.7 3.3

合 理 化 ・ 省 力 化 8.3 8.0 14.3 14.3 16.4 17.3 13.1 12.6 3.7 3.2

研 究 開 発 5.1 4.2 8.8 8.9 6.7 6.1 10.4 11.1 2.4 0.7

維 持 ・ 補 修 24.0 24.1 17.4 17.5 29.2 28.5 9.7 9.6 29.1 29.1

そ の 他 12.4 13.1 11.0 10.9 15.3 14.7 8.4 8.6 13.5 14.7

合 計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

全　産　業 製　造　業 非製造業素　材　型 加工・組立型

 

                            
4 ここでの「研究開発」とは、自社の有形固定資産に対する国内投資のうち、研究開発目的のウエイトを 
示しており、P.12における研究開発費とは異なる。 
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図表９ 製造業投資動機ウエイトの推移 
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（注）素材型：繊維、紙・パルプ、化学、窯業・土石、鉄鋼、非鉄金属 

    加工・組立型：食品、一般機械、電気機械、精密機械、輸送用機械、その他の製造業 

（製造業） 
（単位：％）

（単位：％）

（単位：％）
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（参考）2005年度設備投資増加額に占める「目的別投資」の寄与率変化 

 設備投資増減額に占める「目的別投資」の寄与率をみると、2005年度は、製造業で「能力増強」

の増加寄与が低下する一方、素材型産業では「合理化・省力化」および「維持・補修」の増加寄

与が高まる。また加工・組立型産業では「新製品・製品高度化」の増加寄与が引き続き大きいこ

とに加え、「研究開発」、「維持・補修」の増加寄与も高まっている。非製造業では、前年度マイ

ナスだった「能力増強」、「維持・補修」の寄与が大きく増加に転じている。 

 

図表10 設備投資増加に占める「目的別投資」の寄与率 
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与

　

率

　
（

％
）

製造業 素材型産業 加工・組立型産業

非製造業

 
（注） 1．寄与率は、設備投資全体の増減額に占める各目的別投資の割合（％）を示す。 

2．各目的別投資額の寄与率の合計は、設備投資全体が前年度に比し増加の場合は100％、減少の 

場合はマイナス100％となる。 
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５．設備投資計画修正状況 

2005年度計画を前回調査（2005年６月）と比較すると、製造業は電気機械が減額修正となるも

のの、輸送用機械、一般機械などで増額修正となる結果、2.4％増の増額修正となる。非製造業

は不動産、通信・情報などで増額修正されることから3.8％増の増額修正となり、全産業は3.2％

の増額修正となる。 

 2006年度計画は、製造業（3.0％増）が輸送用機械などを中心に増額修正となるほか、非製造

業（3.5％増）も通信・情報、リースなどを中心にほぼ全業種で増額修正され、全産業は3.4％増

の増額修正となる。 

 

 

図表11 前回調査（2005年６月）との比較 

(単位：億円、％）

2005年度 2006年度

（共通会社 1,170社）

　前　回　 今　回 修　正　率 　前　回　 今　回 修　正　率

全　　産　　業 216,647 223,684 3.2 66,519 68,752 3.4

製　　造　　業 84,500 86,566 2.4 16,898 17,408 3.0

非　製　造　業 132,146 137,118 3.8 49,621 51,343 3.5

（共通会社 2,602社）

 

（注）1.合計額は四捨五入のため合わないものもある。 

2.修正率（％）＝〔今回調査（2005年11月）÷前回調査（2005年6月）－1〕×100 
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６．研究開発費（主業基準分類） 

（１）2005年度の研究開発費計画 
2005年度の研究開発費（2004・2005年度共通会社数1,587社）は、5.5％増と、調査を開始した2003

年度以降、３年連続の増加となる。特に製造業（5.8％増）では殆どの業種でプラスとなる。医薬品

でグローバル新薬の開発が再び活発化することに加え、情報電子材料分野での製品高度化開発を一段

と積極化させる化学（8.9％増）が高い伸びとなるほか、ハイブリッドエンジンや環境配慮型ディー

ゼル、燃料電池車などパワートレイン系統を中心とした環境関連の基礎技術開発の一層の強化を図り、

安全技術開発についても推進する輸送用機械（6.1％増）、薄型ディスプレイや材料技術の開発を継続

する電気機械（4.4％増）が大きく寄与する。非製造業（0.6％増）についても、通信・情報（8.9％

増）などが寄与することから増加に転じる。 

前回調査（2005年6月）からの修正状況をみると、2005年度計画は横ばいとなっている。 

 

（２）2006年度の研究開発費計画 
2006年度の研究開発費（2005・2006年度共通会社数1,190社）は、金額ベースで約７割の企

業が未定としており、不確定部分も大きいが、現時点では、化学（6.3％増）と電気機械（2.1％

増）は引き続き増加するものの、ウエイトの大きい輸送用機械（5.3％減）が減少に転じるこ

とから、0.1％減と微減となる計画である。 

 

図表12 2005・2006年度研究開発費増減率 

（単位：億円、％）

2005年度（計画） 2006年度（計画）

（共通会社 1,587社) （共通会社 1,190社）

2004年度 2005年度 増減率 2005年度 2006年度 増減率

実    績 計    画 05/04 計    画 計    画 06/05

全 産 業 56,343 59,466 5.5 17,622 17,598 ▲ 0.1

製 造 業 53,986 57,094 5.8 17,116 17,071 ▲ 0.3

非 製 造 業 2,358 2,372 0.6 506 527 4.2
 

 

   図表13 前回調査（2005年６月）との比較 

(共通会社 1,518社） （単位：億円、％）

前  回 今  回 修 正 率

全 産 業 57,017 57,045 0.0

製 造 業 54,756 54,839 0.2

（ う ち 輸 送 用 機 械 ） 18,377 18,613 1.3

非 製 造 業 2,261 2,206 ▲ 2.4

　（注）修正率（％）＝〔今回調査（2005年11月）÷前回調査（2005年6月）－1〕×100

2005年度
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図表14 2005年度 業種別増減率・構成比のスカイライングラフ 

図表15 2006年度 業種別増減率・構成比のスカイライングラフ 

（注）グラフ内各業種の数字は対前年度比増減率。 

（注）グラフ内各業種の数字は対前年度比増減率。 
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Ⅲ．調査要領（「2005・2006年度 設備投資計画調査」） 
１．調査目的 

  わが国産業界の設備投資の基本的動向を把握することを目的に1956年より実施。 

２．設備投資の範囲 

  自社の有形固定資産に対する国内投資（ただし、不動産業における分譲用を除く）。原則と

して、建設仮勘定を含む有形固定資産の新規計上額（売却、滅失、減価償却を控除せず。工事

ベース）。 

３．調査方法 

  アンケート方式（調査票送付。必要に応じ電話聞き取りなどにより補足）。 

４．調査の対象企業 

  資本金10億円以上の民間法人企業を対象（ただし、農業、林業、金融保険業、医療業などを

除く）。 

５．調査時期 

  2005年11月10日（木）を期日として実施。回答時期は主として11月。 

６．回答状況 

  対象会社数 有効回答会社数 有効回答率 

主業基準分類 ３，５９２社 ２，７５４社 ７６．７％ 

事業基準分類 ４，２４９社 ３，２９１社 ７７．５％ 

７．集計について 

（１）産業分類について 

  設備投資額および投資動機については、原則として事業基準分類（企業の事業部門を基に分

類）、その他の項目は主業基準分類（企業の主たる業種に基づき分類）で集計。 

（２）調査時点と調査対象年度 

  年２回実施。各年度について計画から実績化するまで合計５回（注）の調査を行う。 

対象年度 

調査時点 
2002年度 2003年度 2004年度 2005年度 2006年度 

2001年8月 翌年度計画     

2002年2月 当初計画     

2002年8月 修正計画 翌年度計画    

2003年2月 実績見込 当初計画    

2003年8月 実績 修正計画 翌年度計画   

2004年6月  実績 当年度計画 翌年度計画  

2004年11月   当年度修正計画 翌年度修正計画  

2005年6月   実績 当年度計画 翌年度計画 

2005年11月    当年度修正計画 翌年度修正計画

（注）2004年度より調査時点は６、11月に変更。この関係で2003、2004年度は合計４回の調査となる。 
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（３）共通会社数について  

2004年度・2005年度の共通会社数は、前回調査(2005年６月)の2004年度実績および今回11

月調査（2005年11月）の2005年度当年度修正計画の双方に回答のあった社数。2005年度・2006

年度の共通会社数とは、今回調査(2005年11月)で2005年度当年度修正計画・2006年度翌年度

修正計画の双方に回答のあった社数。 

８．付帯調査について 

・ 調査事項：単独決算ベースの研究開発費の2005年度計画および2006年度計画。 

・ 研究開発費の定義：研究開発に関わる人件費、原材料費、固定資産の減価償却費および間接

費の配賦額など、全ての費用（詳細は各社が開示資料や社内で使用している定義に準拠）。 
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付属図表１ 2005・2006年度 業種別設備投資動向 

　　（単位：億円、％）

設　　備　　投　　資　　額 構　　成　　比

2,602社 1,560社

2004年度 2005年度 2005年度 2006年度 05/04 06/05 2005年度 2006年度

実　　績 計　　画 計　　画 計　　画   計　　画 計　　画

全　産　業 194,451 223,684 97,364 97,113 15.0 ▲ 0.3 100.0 100.0

製　造　業 70,524 86,566 25,426 25,865 22.7 1.7 38.7 26.6

　食　　品 3,740 4,205 1,033 921 12.4 ▲ 10.8 1.9 0.9

　繊　　維 485 873 257 211 80.0 ▲ 17.7 0.4 0.2

　紙・パルプ 1,693 2,185 452 500 29.0 10.5 1.0 0.5

　化　　学 10,106 11,360 3,178 3,400 12.4 7.0 5.1 3.5

　石　　油 1,761 2,535 1,468 1,645 44.0 12.1 1.1 1.7

　窯業・土石 2,286 3,201 1,128 755 40.0 ▲ 33.1 1.4 0.8

　鉄　　鋼 4,155 5,602 2,469 3,097 34.8 25.5 2.5 3.2

　非鉄金属 2,447 2,991 1,384 1,336 22.2 ▲ 3.5 1.3 1.4

　一般機械 5,460 7,386 2,378 2,190 35.3 ▲ 7.9 3.3 2.3

　電気機械 16,400 18,024 4,950 5,528 9.9 11.7 8.1 5.7

（電子部品等） ( 11,972 )( 12,429 )( 3,477 )( 4,133 )( 3.8 )( 18.9 )( 5.6 )( 4.3 )

　精密機械 1,735 1,976 364 306 13.9 ▲ 16.1 0.9 0.3

　輸送用機械 16,356 21,313 5,014 4,915 30.3 ▲ 2.0 9.5 5.1

（自 動 車） ( 15,504 )( 20,195 )( 4,723 )( 4,536 )( 30.3 )( ▲ 3.9 )( 9.0 )( 4.7 )

　その他の製造業 3,900 4,916 1,350 1,060 26.0 ▲ 21.5 2.2 1.1

非製造業 123,927 137,118 71,938 71,248 10.6 ▲ 1.0 61.3 73.4

　建　　設 1,573 1,385 470 436 ▲ 12.0 ▲ 7.1 0.6 0.4

　卸売・小売 10,931 11,197 3,659 3,727 2.4 1.9 5.0 3.8

（小 　売） ( 9,087 )( 9,630 )( 3,142 )( 3,382 )( 6.0 )( 7.6 )( 4.3 )( 3.5 )

　不動産 8,554 10,499 6,459 4,788 22.7 ▲ 25.9 4.7 4.9

　運　　輸 16,994 18,861 6,475 6,415 11.0 ▲ 0.9 8.4 6.6

　電力・ガス 19,836 23,506 20,444 20,291 18.5 ▲ 0.7 10.5 20.9

（電 　力） ( 17,484 )( 20,770 )( 18,146 )( 18,275 )( 18.8 )( 0.7 )( 9.3 )( 18.8 )

（ガ 　ス） ( 2,352 )( 2,735 )( 2,299 )( 2,017 )( 16.3 )( ▲ 12.3 )( 1.2 )( 2.1 )

　通信・情報 25,182 28,458 7,775 8,050 13.0 3.5 12.7 8.3

　リース 37,868 40,538 25,763 26,552 7.1 3.1 18.1 27.3

　サービス 2,577 2,145 825 935 ▲ 16.8 13.3 1.0 1.0

 その他の非製造業 412 529 69 54 28.6 ▲ 21.3 0.2 0.1

(注）その他の製造業  ：出版印刷、ゴム、金属製品、その他製造業

　　 その他の非製造業：漁業、鉱業、その他非製造業

増　　減　　率

2,602社 1,560社

 



　付属図表２　設備投資調査時点別増減率の長期推移

（単位：％）

全　　　　産　　　　業 製　　　　造　　　　業  非　　製　　造　　業

対 象 前年 当年 当年 ２月 ８月 前年 当年 当年 ２月 ８月 前年 当年 当年 ２月 ８月
年 度 ８月 ２月 ８月 見込 実績 ８月 ２月 ８月 見込 実績 ８月 ２月 ８月 見込 実績

1973 2.1 14.8 25.9 20.6 18.6 ▲ 6.8 14.7 33.4 26.2 25.7 8.9 14.9 18.3 15.0 11.5

1974 0.6 18.3 23.4 15.3 12.0 ▲ 6.9 27.4 35.1 26.6 22.9 7.0 9.7 10.3 2.7 ▲ 0.3

1975 21.6 9.7 5.5 ▲ 4.9 ▲ 10.3 12.9 3.8 0.3 ▲ 10.0 ▲ 16.1 30.4 17.5 12.9 2.2 ▲ 2.3

1976 14.0 9.9 16.3 12.2 5.9 8.5 ▲ 2.1 6.4 1.9 ▲ 3.5 19.1 24.5 27.7 24.0 16.4

1977 ▲ 1.5 2.1 5.7 0.8 ▲ 3.4 ▲ 11.1 ▲ 6.9 ▲ 3.1 ▲ 8.2 ▲ 11.2 7.0 10.7 14.1 9.5 4.0

1978 10.3 7.3 15.1 15.2 10.1 ▲ 0.9 ▲ 6.9 0.0 ▲ 2.2 ▲ 4.4 17.6 19.3 27.5 28.6 21.8

1979 ▲ 2.6 0.3 13.0 12.8 9.3 ▲ 6.1 4.5 19.1 21.9 18.9 ▲ 1.0 ▲ 2.2 9.1 7.0 3.3

1980 0.7 13.1 23.5 23.9 20.6 ▲ 16.0 5.2 23.3 25.8 24.8 7.8 18.8 23.7 22.6 17.5

1981 5.8 9.9 12.3 12.0 8.8 ▲ 8.2 6.7 14.5 13.0 10.4 13.2 12.4 10.5 11.1 7.5

1982 10.0 11.2 10.2 8.4 2.8 ▲ 1.8 7.2 10.3 6.6 3.8 16.3 14.5 10.1 9.9 2.0

1983 5.5 1.8 1.8 2.7 ▲ 2.1 ▲ 6.7 ▲ 5.3 ▲ 1.5 ▲ 2.6 ▲ 8.6 13.3 7.9 4.6 7.2 3.4

1984 0.7 2.6 10.5 11.3 7.6 ▲ 10.2 2.7 17.1 20.3 17.1 7.1 2.6 5.6 4.2 0.2

1985 ▲ 2.6 5.3 10.6 9.2 7.6 ▲ 9.6 5.1 12.6 9.7 8.6 0.9 5.6 9.1 8.8 6.9

1986 0.2 1.6 5.4 3.1 3.1 ▲ 9.1 ▲ 4.1 ▲ 3.6 ▲ 7.1 ▲ 9.3 5.0 5.7 12.0 10.3 12.1

1987 ▲ 0.7 0.1 3.5 6.0 4.4 ▲ 10.6 ▲ 5.6 ▲ 2.2 ▲ 0.2 ▲ 3.9 2.1 4.0 7.0 9.7 9.3

1988 ▲ 2.6 6.7 15.7 18.8 15.9 ▲ 7.1 9.3 25.3 27.5 24.7 ▲ 1.4 5.2 10.8 13.0 10.7

1989 ▲ 0.7 6.4 17.5 17.4 13.9 ▲ 4.0 9.4 26.3 26.7 22.3 0.9 4.4 11.8 11.5 8.5

1990 ▲ 1.8 8.6 17.0 16.2 14.9 ▲ 7.9 10.1 23.6 22.8 20.8 1.4 7.6 12.5 11.9 11.0

1991 0.6 4.4 10.7 8.9 8.2 ▲ 7.1 1.7 7.9 5.2 5.3 3.7 6.1 12.8 11.5 10.4

1992 0.3 ▲ 0.8 ▲ 0.9 ▲ 4.7 ▲ 7.4 ▲ 2.8 ▲ 6.4 ▲ 10.5 ▲ 15.5 ▲ 17.9 1.4 3.2 6.0 2.7 ▲ 0.0

1993 ▲ 1.5 ▲ 5.6 ▲ 4.6 ▲ 8.4 ▲ 11.4 ▲ 11.9 ▲ 12.9 ▲ 13.1 ▲ 19.0 ▲ 23.7 2.0 ▲ 1.6 0.3 ▲ 2.3 ▲ 4.5

1994 ▲ 3.3 ▲ 5.6 ▲ 2.4 ▲ 4.7 ▲ 8.0 ▲ 14.7 ▲ 9.0 ▲ 4.0 ▲ 7.1 ▲ 10.7 ▲ 0.1 ▲ 4.0 ▲ 1.6 ▲ 3.7 ▲ 6.8

1995 ▲ 1.4 0.3 6.1 5.7 2.3 ▲ 4.3 3.8 13.5 13.9 10.6 ▲ 0.7 ▲ 1.3 3.0 2.4 ▲ 1.2

1996 ▲ 3.1 0.7 9.1 8.5 6.0 ▲ 13.6 ▲ 0.6 8.8 7.0 4.8 ▲ 1.2 1.3 9.2 9.2 6.5

1997 ▲ 7.5 ▲ 1.3 4.5 2.8 ▲ 1.5 ▲ 11.1 ▲ 1.0 8.9 7.5 4.1 ▲ 6.8 ▲ 1.5 2.5 0.7 ▲ 4.0

1998 ▲ 7.5 ▲ 4.0 ▲ 1.8 ▲ 3.5 ▲ 8.0 ▲ 11.7 ▲ 6.7 ▲ 4.7 ▲ 8.5 ▲ 13.0 ▲ 6.8 ▲ 2.7 ▲ 0.3 ▲ 1.1 ▲ 5.6

1999 ▲ 4.6 ▲ 5.3 ▲ 3.7 ▲ 3.4 ▲ 8.4 ▲ 13.6 ▲ 10.1 ▲ 10.1 ▲ 11.8 ▲ 15.5 ▲ 3.1 ▲ 3.2 ▲ 0.7 0.8 ▲ 5.0

2000 ▲ 5.0 0.2 7.6 7.8 4.1 ▲ 10.9 0.3 15.2 18.0 12.5 ▲ 4.0 0.2 4.4 3.2 0.4

2001 ▲ 8.6 ▲ 5.2 0.6 ▲ 6.6 ▲ 9.3 ▲ 3.5 ▲ 0.7 6.2 ▲ 7.0 ▲ 9.7 ▲ 9.6 ▲ 7.4 ▲ 2.0 ▲ 6.3 ▲ 9.2

2002 1.4 ▲ 2.7 ▲ 0.6 ▲ 3.8 ▲ 10.3 ▲ 9.2 ▲ 8.2 ▲ 5.6 ▲ 11.4 ▲ 16.2 3.4 0.0 1.7 ▲ 0.2 ▲ 7.5

2003 ▲ 5.1 ▲ 3.0 4.9 ― ▲ 1.1 ▲ 3.9 1.1 16.2 ― 11.3 ▲ 5.3 ▲ 4.8 0.2 ― ▲ 6.0

2004 ▲ 6.1 ― 6.9 8.3 1.7 ▲ 11.0 ― 18.8 22.3 15.4 ▲ 5.1 ― 1.3 1.9 ▲ 4.6

2005 ▲ 7.6 ▲ 3.8 11.6 15.0 ▲ 7.9 3.8 19.8 22.7 ▲ 7.5 ▲ 6.3 6.9 10.6

2006 ▲ 1.0 ▲ 0.3 1.9 1.7 ▲ 2.1 ▲ 1.0

（注） の網掛け部分は今回調査（表中の「当年２月」を「前年11月」、「２月見込」を「当年11月計画」にそれぞれ読み替える）

の網掛け部分は前回調査（表中の「前年８月」を「前年６月」、「当年８月」を「当年６月」、「８月実績」を「６月実績」にそれぞれ読み替える）

   18
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付属図表３ ＜参考グラフ＞ 
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付属図表４ 11月（２月）調査における設備投資・キャッシュフロー比率の推移 

 

 （単位：％）

当年度計画 前年度実績

年度 調査年月 全産業 製造業 非製造業 調査年月 全産業 製造業 非製造業

1991 91/8 129.3 104.2 150.1 92/8 133.0 116.3 148.4

1992 92/8 128.0 102.8 150.4 93/8 127.4 103.8 143.8

1993 93/8 114.1 90.0 129.2 94/8 121.8 86.8 145.6

1994 94/8 116.4 80.7 141.2 95/8 113.8 76.3 138.1

1995 95/8 113.9 79.8 136.6 96/8 107.9 78.2 131.0

1996 96/8 112.2 80.1 137.6 97/8 110.5 78.7 133.6

1997 97/8 107.7 79.9 128.0 98/8 105.6 81.8 127.2

1998 98/8 103.0 77.4 126.4 99/8 101.8 80.6 116.6

1999 99/8 90.4 60.3 114.3 2000/8 91.0 63.1 113.1

2000 2000/8 92.3 64.5 115.5 2001/8 91.8 65.7 109.5

2001 2001/8 88.6 71.2 99.8 2002/8 86.4 74.0 94.1

2002 2002/8 85.0 64.4 98.9 2003/8 75.7 56.2 88.5

2003 2003/8 79.6 63.5 90.4 2004/6 73.9 57.8 85.1

2004 2004/6 76.4 66.9 83.2 2005/6 70.8 60.7 78.8

2005 2005/11 80.9 73.1 86.4

2006 2005/11 90.2 80.9 95.6  

（注）1.網掛けは今回調査結果 

2.設備投資・キャッシュフロー比率＝〔 設備投資 ÷ （ 経常損益／２ ＋ 減価償却費 ）〕 × 100 
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付属図表５ 業種別設備投資・キャッシュフロー比率（主業基準分類） 

 （単位：％）

設　備　投　資　・ 設　備　投　資
キャッシュフロー比率 減価償却費比率

1,819社 1,035社 1,819社 1,035社 1,819社 1,035社 1,819社 1,035社 1,819社 1,035社

2005年度 2006年度 2005年度 2006年度 2005年度 2006年度 2005年度 2006年度 2005年度 2006年度
計　　画 計　　画 計　　画 計　　画 計　　画 計　　画 計　　画 計　　画 計　　画 計　　画

全　　産　　業 4.3 2.0 2.8 7.0 5.2 4.4 80.9 90.2 121.5 130.6

製　　造　　業 6.5 1.4 6.0 8.1 5.6 4.8 73.1 80.9 136.9 143.4

食 品 0.6 2.1 ▲ 0.4 10.2 4.1 2.7 72.3 63.6 127.1 91.6

繊 維 0.0 3.0 13.6 11.2 4.8 4.3 63.7 58.5 100.8 90.4

紙 ・ パ ル プ 0.8 1.5 ▲ 10.5 7.1 4.5 4.3 81.9 81.2 111.1 127.5

化 学 5.6 ▲ 1.7 1.4 ▲ 0.1 8.4 6.4 65.8 63.5 134.4 127.3

石 油 14.7 ▲ 1.0 ▲ 6.4 ▲ 15.5 1.9 1.9 61.7 88.4 121.2 136.7

窯 業 ・ 土 石 2.6 ▲ 2.0 25.6 ▲ 26.5 7.6 10.6 84.4 124.8 151.9 243.0

鉄 鋼 14.3 2.3 34.9 ▲ 15.4 12.3 10.5 51.6 51.9 121.3 144.9

非 鉄 金 属 3.7 0.4 6.7 14.9 5.5 6.3 82.9 70.6 138.5 131.3

一 般 機 械 4.0 1.8 17.4 8.2 4.9 5.6 82.5 129.0 157.5 262.8

電 気 機 械 1.6 5.2 ▲ 23.3 43.1 3.1 3.4 104.7 110.6 141.1 151.5

精 密 機 械 0.6 ▲ 1.0 4.1 ▲ 16.0 7.0 4.8 46.6 41.4 91.4 71.8

輸 送 用 機 械 8.7 2.2 13.6 21.6 6.6 7.0 71.0 65.3 154.1 159.0

　非 製 造 業 1.8 2.5 ▲ 1.3 5.9 4.8 4.1 86.4 95.6 113.9 125.1

建 設 1.8 4.9 4.6 19.5 3.1 4.1 52.8 29.4 188.7 129.0

卸 売 ・ 小 売 3.0 4.6 9.6 19.2 2.6 2.4 78.0 69.3 175.3 161.8

不 動 産 0.8 ▲ 2.9 20.1 16.8 11.6 11.8 127.3 106.2 227.6 173.3

運 輸 2.2 1.9 ▲ 3.6 6.3 7.3 6.3 95.0 81.0 140.8 133.0

電 力 ・ ガ ス ▲ 0.3 ▲ 4.0 ▲ 14.9 21.0 7.3 2.7 62.8 109.8 77.9 123.5

通 信 ・ 情 報 1.9 8.2 ▲ 1.9 ▲ 19.2 5.0 5.5 89.5 101.9 108.4 130.2

リ ー ス ▲ 0.2 1.7 9.6 6.5 4.2 4.3 111.5 109.6 115.1 113.3

サ ー ビ ス 1.5 ▲ 20.7 ▲ 3.6 12.4 5.6 3.2 67.9 63.2 107.9 89.8

増　　収　　率 増益（経常）率 経常利益率

 

（注） 設備投資・キャッシュフロー比率＝〔 設備投資 ÷ （ 経常損益／２ ＋ 減価償却費 ）〕 × 100 



（共通会社 1,904社） （単位：％）

投資額

増減率 増減率 増減率 増減率 増減率 増減率 増減率

2004 2005 05/04 2004 2005 05/04 2004 2005 05/04 2004 2005 05/04 2004 2005 05/04 2004 2005 05/04 05/04 2004 2005

42.7 41.4 13.5   9.5 9.1 12.8   7.8 8.0 19.2   4.6 4.2 8.1    22.2 24.1 27.2   13.2 13.1 15.9   17.0   100.0 100.0

32.5 31.5 17.9   17.2 16.8 18.7   13.8 14.3 26.0   7.9 8.9 37.9   16.7 17.5 27.0   12.0 10.9 10.0   21.3   41.4 42.9

素材型 25.0 26.5 33.9   7.6 7.0 15.6   16.3 17.3 34.9   6.6 6.1 15.6   30.0 28.5 19.9   14.5 14.7 28.6   26.5   13.5 14.6

繊維 28.7 45.7 195.3  11.6 9.8 56.6   9.8 7.4 39.4   12.4 9.8 46.6   25.2 21.1 55.1   12.3 6.1 7.0▲  85.3   0.5 0.7

紙・パルプ 16.1 21.8 91.0   4.6 5.8 77.9   19.9 26.6 89.1   1.3 0.5 44.8▲ 25.6 23.7 31.1   32.5 21.5 6.4▲  41.3   1.3 1.5

化学 30.0 30.1 17.3   10.1 9.1 5.0    13.2 15.2 35.2   11.1 10.2 7.8    23.8 22.9 12.4   11.7 12.6 25.9   17.2   5.1 5.1

窯業・土石 32.0 29.2 8.0    13.3 9.1 18.6▲ 15.5 17.6 34.1   5.7 8.6 76.4   22.9 25.8 32.8   10.5 9.8 10.1   18.4   1.0 1.0

鉄鋼 10.2 15.9 106.1  3.7 3.3 20.3   23.8 20.8 15.8   1.0 1.0 31.8   45.9 39.2 12.9   15.4 19.7 69.5   32.3   4.0 4.5

非鉄金属 45.9 37.8 2.0▲  7.0 8.5 45.0   7.3 10.3 66.7   9.2 8.8 12.9   20.4 26.1 52.2   10.2 8.6 0.6▲  18.9   1.7 1.7

加工・組立型 37.3 34.7 8.5    23.2 23.4 17.4   12.6 12.6 16.7   8.9 11.1 44.2   8.6 9.6 29.6   9.4 8.6 6.7    16.4   26.1 26.0

食品 27.2 34.2 61.8   16.7 10.5 19.2▲ 20.3 16.8 6.3    5.9 8.6 89.3   18.0 18.5 32.7   12.0 11.3 22.1   28.7   2.1 2.4

一般機械 28.4 31.3 43.1   12.2 9.7 2.6    20.8 20.7 29.1   8.4 9.4 45.3   15.8 18.0 47.8   14.3 10.9 0.7▲  29.9   1.4 1.6

電気機械 46.5 41.5 5.5▲  21.9 23.7 15.1   10.3 10.1 3.7    10.4 13.8 41.2   4.1 4.8 24.4   6.8 6.1 5.1▲  6.1    12.4 11.2

精密機械 34.0 33.2 7.1    29.7 20.6 23.9▲ 11.8 18.1 68.1   12.5 15.0 31.9   8.8 9.7 21.6   3.2 3.3 13.1   9.7    0.7 0.6

輸送用機械 26.0 25.8 26.9   33.4 33.6 28.8   11.5 11.6 28.5   6.6 7.9 51.6   9.4 9.2 25.1   13.1 11.9 16.4   27.8   6.9 7.5

石油 17.9 27.8 139.2  1.6 5.2 408.3  12.3 14.2 77.3   1.0 2.9 356.8  36.1 38.3 63.1   31.1 11.7 42.0▲ 54.0   1.7 2.3

50.0 48.9 11.4   4.0 3.3 4.8▲  3.7 3.2 1.3    2.3 0.7 64.7▲ 26.0 29.1 27.3   14.1 14.7 19.4   13.9   58.6 57.1

建設 26.8 35.8 9.2    1.8 4.7 107.4  9.8 12.0 0.1    6.2 11.5 50.5   15.7 17.8 7.0▲  39.7 18.3 62.3▲ 18.2▲ 0.9 0.6

卸売・小売 71.9 72.8 4.8    0.9 1.4 59.7   4.5 4.4 0.0    0.2 0.1 68.3▲ 12.9 15.4 22.9   9.5 6.0 35.4▲ 3.4    7.2 6.4

不動産 72.5 60.6 7.7    5.4 5.3 25.8   0.6 0.5 6.3    0.0 0.0 83.8   14.1 12.2 11.2   7.4 21.4 275.1  28.9   6.6 7.3

運輸 37.3 40.6 26.1   3.0 2.1 18.2▲ 5.3 4.3 6.2▲  6.0 0.2 95.2▲ 36.0 40.0 28.7   12.3 12.7 20.2   15.9   16.0 15.9

電力・ガス 43.7 40.1 6.7    0.0 0.1 905.7  3.0 2.9 13.5   0.3 0.3 34.9   32.2 36.5 31.8   20.9 20.1 11.8   16.2   20.4 20.3

通信・情報 59.0 65.1 22.7   22.4 17.3 14.2▲ 2.9 2.9 11.1   4.2 3.6 3.9▲  5.3 6.1 26.7   6.1 5.0 10.3▲ 11.2   4.7 4.5

リース 0.0 50.0 - 0.0 0.0 - 9.8 0.0 - 0.0 0.0 - 90.2 50.0 80.2   0.0 0.0 - 225.2  0.0 0.0

サービス 47.2 46.5 15.6▲ 15.0 15.7 10.1▲ 3.2 2.3 38.2▲ 1.2 3.2 128.0  25.2 29.8 1.2    8.1 2.4 74.6▲ 14.3▲ 2.4 1.7

　（注）能力増強……既存製品・サービス等に係る量的拡大を目的としたもの。

付属図表６　業種別投資動機

能力増強 新製品・製品高度化 合理化・省力化 研究開発 維持・補修 その他
計

投資額

非 製 造 業

ウエイト構成比 構成比

全 産 業

製 造 業

構成比 構成比 構成比 構成比
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付属図表７ 業種別前回調査（2005年６月）との比較 

　　　　　　　（単位：億円、％）

2005年度 2006年度

（共通会社 2,602社） （共通会社 1,170社）

前　回 今　回 修　正　率 前　回 今　回 修　正　率

全　産　業 216,647 223,684 3.2 66,519 68,752 3.4

製　造　業 84,500 86,566 2.4 16,898 17,408 3.0

　食　　品 4,221 4,205 ▲ 0.4 494 550 11.2

　繊　　維 843 873 3.5 132 151 14.3

　紙・パルプ 2,031 2,185 7.6 395 459 16.2

　化　　学 11,230 11,360 1.2 2,161 2,280 5.5

　石　　油 2,389 2,535 6.1 1,125 1,207 7.3

　窯業・土石 3,115 3,201 2.8 245 289 17.9

　鉄　　鋼 5,331 5,602 5.1 1,640 1,801 9.8

　非鉄金属 2,861 2,991 4.5 1,196 1,230 2.9

　一般機械 6,827 7,386 8.2 629 681 8.2

　電気機械 18,324 18,024 ▲ 1.6 5,377 5,076 ▲ 5.6

（電子部品等） ( 12,777 ) ( 12,429 ) ( ▲ 2.7 ) ( 4,014 ) ( 3,734 ) ( ▲ 7.0 )

　精密機械 1,793 1,976 10.2 139 196 41.2

　輸送用機械 20,664 21,313 3.1 2,777 2,935 5.7

（自 動 車） ( 19,588 ) ( 20,195 ) ( 3.1 ) ( 2,564 ) ( 2,742 ) ( 6.9 )

　その他の製造業 4,873 4,916 0.9 589 553 ▲ 6.0

非 製 造 業 132,146 137,118 3.8 49,621 51,343 3.5

　建　　設 1,304 1,385 6.3 240 257 6.8

　卸売・小売 10,515 11,197 6.5 2,621 2,831 8.0

（小 　売） ( 9,024 ) ( 9,630 ) ( 6.7 ) ( 2,384 ) ( 2,559 ) ( 7.3 )

　不 動 産 8,351 10,499 25.7 3,027 3,086 1.9

　運　　輸 18,596 18,861 1.4 5,029 5,135 2.1

　電力・ガス 23,495 23,506 0.0 19,985 20,083 0.5

（電 　力） ( 20,762 ) ( 20,770 ) ( 0.0 ) ( 18,128 ) ( 18,161 ) ( 0.2 )

（ガ 　ス） ( 2,734 ) ( 2,735 ) ( 0.1 ) ( 1,857 ) ( 1,922 ) ( 3.5 )

　通信・情報 27,592 28,458 3.1 2,585 3,101 19.9

　リース 39,541 40,538 2.5 15,549 16,213 4.3

　サービス 2,197 2,145 ▲ 2.4 527 587 11.2

 その他の非製造業 557 529 ▲ 4.9 57 51 ▲ 9.8  

 (注）その他の製造業  ：出版印刷、ゴム、金属製品、その他製造業 

その他の非製造業：漁業、鉱業、その他非製造業 
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付属図表８ 11月（２月）調査の前回対比修正率の長期推移 

（単位：％）

年度 調査時点

全  産  業 製  造  業 非製造業 全  産  業 製  造  業 非製造業

74 75/2 ▲ 7.0 ▲ 6.5 ▲ 7.7 ▲ 14.2 ▲ 11.6 ▲ 16.3

75 76/2 ▲ 10.6 ▲ 10.8 ▲ 10.4 ▲ 10.7 ▲ 18.0 ▲ 4.4

76 77/2 ▲ 4.1 ▲ 4.3 ▲ 3.9 ▲ 1.8 ▲ 3.1 ▲ 0.9

77 78/2 ▲ 4.6 ▲ 5.0 ▲ 4.2 ▲ 5.4 ▲ 10.4 ▲ 2.5

78 79/2 ▲ 0.3 ▲ 1.8 0.6 2.3 6.3 0.6

79 80/2 ▲ 0.3 2.1 ▲ 2.0 12.1 21.4 9.1

80 81/2 0.0 1.7 ▲ 1.2 3.9 16.3 ▲ 1.3

81 82/2 ▲ 1.1 ▲ 1.4 ▲ 0.9 0.6 5.5 ▲ 1.6

82 83/2 ▲ 1.6 ▲ 3.2 ▲ 0.2 ▲ 3.8 ▲ 4.1 ▲ 3.6

83 84/2 0.6 ▲ 1.5 2.2 2.1 10.5 ▲ 2.1

84 85/2 0.5 2.8 ▲ 1.6 6.2 13.2 3.0

85 86/2 ▲ 1.4 ▲ 2.5 ▲ 0.7 2.7 2.9 2.6

86 87/2 ▲ 2.0 ▲ 3.4 ▲ 1.1 0.4 1.2 0.2

87 88/2 2.4 1.9 2.7 9.4 13.2 8.5

88 89/2 1.5 2.2 1.0 9.5 17.4 5.4

89 90/2 0.1 0.1 0.1 9.8 18.8 5.7

90 91/2 ▲ 0.6 ▲ 0.8 ▲ 0.4 1.4 0.7 1.7

91 92/2 ▲ 1.9 ▲ 2.8 ▲ 1.3 0.6 1.8 0.2

92 93/2 ▲ 4.2 ▲ 5.8 ▲ 3.2 ▲ 5.3 ▲ 6.9 ▲ 4.8

93 94/2 ▲ 4.2 ▲ 6.9 ▲ 2.8 ▲ 3.5 ▲ 2.8 ▲ 3.6

94 95/2 ▲ 2.3 ▲ 3.6 ▲ 1.7 1.6 5.6 0.7

95 96/2 ▲ 0.3 0.3 ▲ 0.5 4.1 10.1 3.2

96 97/2 ▲ 0.5 ▲ 1.5 ▲ 0.0 4.7 6.6 4.4

97 98/2 ▲ 1.7 ▲ 1.3 ▲ 1.9 1.1 ▲ 2.4 1.7

98 99/2 ▲ 2.0 ▲ 4.1 ▲ 1.0 0.1 ▲ 7.5 1.2

99 2000/2 ▲ 0.4 ▲ 1.8 0.2 6.9 2.8 7.5

2000 2001/2 0.4 2.6 ▲ 0.7 3.8 7.9 2.8

2001 2002/2 ▲ 7.2 ▲ 12.2 ▲ 4.5 ▲ 3.2 ▲ 8.7 ▲ 2.3

2002 2003/2 ▲ 3.0 ▲ 4.7 ▲ 2.2 0.0 7.6 ▲ 1.3

2003 (2004/2 調 査 未 実 施 ）

2004 2004/11 1.8 3.4 0.9 2.3 12.3 ▲ 0.1

2005 2005/11 3.2 2.4 3.8 3.4 3.0 3.5

（注）1. 2003年２月調査までは、前年８月調査からの修正率。

　　　2. 2004年２月調査は、調査時期変更に伴い未実施。

　　　3. 2004年11月調査より同年６月調査からの修正率。

当  年  度  計　画 翌　年  度  計  画
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 付属図表９ 業種別研究開発費の動向（主業基準分類） 

（共通会社1,190社） （単位：億円、％）

　業    種 2005年度 2006年度 増減率 2005年度 2005年度 2006年度 増減率 2005年度 2006年度

計　　画 計　　画 06/05 構 成 比 計　　画 計　　画 06/05 計　　画 計　　画

全　産　業 17,622 17,598 ▲ 0.1 100.0 48,324 46,982 ▲ 2.8 36.5 37.5

製　造　業 17,116 17,071 ▲ 0.3 97.1 19,138 19,446 1.6 89.4 87.8

　食　　品 181 180 ▲ 0.3 1.0 745 701 ▲ 5.8 24.3 25.7

　繊　　維 110 108 ▲ 1.4 0.6 216 217 0.5 50.8 49.9

　紙・パルプ 28 29 3.3 0.2 226 259 14.5 12.5 11.2

　化　　学 3,201 3,403 6.3 18.2 2,351 2,388 1.6 136.2 142.5

　石　　油 94 75 ▲20.0 0.5 1,446 1,620 12.0 6.5 4.6

　窯業・土石 68 70 1.9 0.4 815 328 ▲59.7 8.4 21.2

　鉄　　鋼 77 77 ▲ 0.2 0.4 616 592 ▲ 3.9 12.5 13.0

　非鉄金属 206 209 1.5 1.2 1,265 1,234 ▲ 2.4 16.3 17.0

　一般機械 1,295 1,317 1.7 7.3 2,048 2,262 10.4 63.2 58.2

　電気機械 4,323 4,411 2.1 24.5 4,567 5,142 12.6 94.6 85.8

　精密機械 616 628 2.0 3.5 341 270 ▲20.8 180.8 233.0

　輸送用機械 6,773 6,414 ▲ 5.3 38.4 3,572 3,726 4.3 189.6 172.1

　その他の製造業 144 149 3.6 0.8 930 707 ▲24.0 15.5 21.1

非製造業 506 527 4.2 2.9 29,186 27,537 ▲ 5.6 1.7 1.9

　建　　設 174 179 2.9 1.0 659 374 ▲43.2 26.3 47.7

　不 動 産 2 1 ▲32.6 0.0 3,314 2,176 ▲34.4 0.1 0.1

　運　　輸 8 10 32.3 0.0 3,648 3,305 ▲ 9.4 0.2 0.3

　電力・ガス 113 120 6.5 0.6 3,543 3,559 0.4 3.2 3.4

　通信・情報 83 84 1.1 0.5 2,498 2,375 ▲ 4.9 3.3 3.5

設備投資額（Ｂ） （Ａ）/（Ｂ）研究開発費（Ａ）

 

(注）その他の製造業  ：出版印刷、ゴム、金属製品、その他製造業 
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